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    【評価区分について】 
 
 

        ○達 成 目標（特に数値目標を設定した事業）に対して、施策・数値等が達成できたもの 

  

        ○充 実 具体的な数値目標を設定していない事業等で事業の充実を目標・方向性とした 
               場合に、それに対して充実ができたもの 

  

        ○継 続 今年度・次年度において引き続き事業を継続していく必要があるもの 

  

        ○変 更 事業の内容や目標を変更（計画自体の変更も含む）したもの（見直しや廃止も含む） 

  
        ○未実施 掲げた目標・施策等に対して進んでいないもの 



きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

多様な就労形態の家庭及び在
宅家庭への支援

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

 
事業の対象年齢は2ヶ月から18歳までだが、

主に使う年齢を0歳から小学校４年生までの10
年間、各年齢600人として6,000人を対象として定
める。

　平成20年　　提供会員130人・依頼会員710人
　平成21年　　提供会員140人・依頼会員730人
　平成26年　　提供会員200人・依頼会員780人
　平成27年　　提供会員210人・依頼会員800人

  会員数　 　　　　1,789人
  依頼会員　　　　1,528人
  提供会員  　　　　210人
  両方会員　　　　　  51人

 
平成26年度の派遣人数は3,734人であり、毎年増加傾向にあります。依

頼会員、提供会員共に月によって多少の増減はありますが、安定した人
員を確保しており、標事業量に達していると判断されます。

保育サービス講習会の時間数や内容、アドバイザーのバックアップ体制
は全国的にも評価が高く、他の自治体や団体が視察に訪れています（平
成26年度長野県長野市・神奈川県横浜市内ＮＰＯ団体）。

　　①達成

　平成２１年度　７施設について、定員を設定

　平成２６年度　検討を継続
　
　平成２７年度　検討を継続

　認可保育園１４園で実施
私立すみれ、きよせ及び清瀬どろんこ保育園の３施設において

占有スペースを設けて実施。定員は、それぞれ10人程度。他１１
園中７園は平成２１年度に定員（１人）を設定し空き定員と併せ実
施中。その他４園は空き定員の範囲で実施中

 平成２２年度利用実績　　　人員503人　日数1,819日
 平成２３年度利用実績　　　人員585人　日数1,827日
 平成２４年度利用実績　　　人員300人　日数2,163日
 平成２５年度利用実績　　　人員464人　日数2,251日
 平成２６年度利用者数　　　人員502人　日数2,117日

実績からも一定の保育ニーズがあると推測されため、更に充実が必要
だと認識しています。
　現在、空き定員の範囲で実施している施設について、恒常的な受入れが
できません。このため、一時保育のための定員の確保及び定員１人で実
施している施設の定員増などの充実について検討する必要があります
が、待機児童解消の課題もあり現状の施設のボリュームでは限界があり
ます。

　　③継続

一定のニーズは認められるが、今後もショート
ステイ事業で対応

公・私立保育園の延長保育、ファミリー・サポート事業及びショー
トスティ事業で対応

公私立保育園の延長保育の充実、ショートステイ事業の代替化、及び
ファミリー・サポート・センター事業等の普及に伴い、夕方～夜間の預かり
の需要につてはある程度満たさせていると思われます。新規事業開始の
費用対効果を考えると、今後については事業を実施しない方策へ変更し
たい。

　　④変更

　平成２１年度　150人

　平成２６年度　150人

　平成２７年度　150人

　平成２６年度利用実績
　　　　　　　         330泊
　　　　　　　　　　    17日

26年度は過去に例をみないほど利用実績が増えていますが、これは多
子世帯が数カ月に渡り利用したという、イレギュラー的な対応の結果によ
るものです。この多子世帯を除けば例年並みの利用頻度となっています。
イレギュラー的な対応であっても、利用世帯にとっては大変助かった結果
になっています。今後も必要に応じ委託先と十分協議の上、柔軟な対応を
していきます。

　　③継続

個別事業

　一時保育事業

　トワイライトステイ事業
　（子育て短期支援事業）

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書

取組み・方針
（目標事業量）

　ファミリーサポートセンター事業

施策名
（目標事業量）

基本目標１　基本施策1-2、1-3、1-4
基本目標２　基本施策2-1、2-2

計　　画　　名

施策の目標
個別事業名

　ショートステイ事業
　（子育て短期支援事業）



きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

多様な就労形態の家庭及び在
宅家庭への支援

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

病後児施設数１か所（　定員４人）
　私立きよせ保育園において実施。
　利用実績（年間延利用人数）
　　平成２２年度　７０人　　平成２３年度　１２１人
　　平成２４年度　８７人　　平成２５年度　　６０人
　　平成２６年度　３５人

病児施設数１か所（定員６人）
　武蔵野総合クリニックにおいて実施
　利用実績（年間延利用人数）
　　平成２３年度　１２７人　　平成２４年度　４１２人
　　平成２５年度　３６６人　　平成２６年度　３５３人

児童が病気中に利用できる保育施設として、病児保育室「チルチルミチ
ル」を開設しており、病中の児童の預かり保育を実施している。

市内には、病児・病後児保育施設が２施設あり、評価区分は一定のレベ
ルに達しています。またファミリー・サポート・センター事業においても、病
児・病後児の預かりを実施しており多様な選択肢を提供しています。利用
者が伸びておりませんが、この事業は子供の具合が悪い時に利用するも
のなので、そのような子供が少なかったのか、その他の理由によるものな
のか、判断が難しいところですが、サービス提供の周知を強化していきま
す。

　　③継続

　
　平成２１年度　200人
　平成２６年度　200人
　平成２７年度　200人

　平成25年度実績
　　　病児・病後児　73件　　お泊り　0件

武蔵野総合クリニック内に病児保育室「チルチルミチル」が開設した影響
もあり、実績件数は減少傾向にあります。ただし、マンツーマンで子どもを
見て欲しいという保護者のニーズもあり、保護者の選択肢の１つであると
思われます。

　　③継続

　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討 　一時保育事業で対応 この制度については、子ども・子育て新制度移行に伴い、平成２６年度を
もって廃止となりました。今後はニーズ調査等を踏まえ、地域子ども・子育
て支援事業の整備等を検討していきます。

　　④変更

　制度の設置について検討 　現在、家庭福祉員は未設置 待機児童の解消に向けた選択肢として、多摩26市中20市において家庭
的保育事業を設置しています。

子ども・子育て新制度施行に伴い、ニーズ調査等を踏まえ検討していき
ます。

　　③継続

　病児・病後児保育（施設型）

　家庭福祉員
　
　　※新規

　特定保育事業

　病児・病後児保育
　（派遣型）
　　　　※変更

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書

計　　画　　名

施策名
（目標事業量）

基本目標１　基本施策1-2、1-3、1-4
基本目標２　基本施策2-1、2-2

施策の目標
個別事業名

取組み・方針
（目標事業量）

個別事業

　
　　仕事をしながらの子育てや、在宅が中心の子育てであっても、保護者の考え方や家族構成等によって、選択される育児の方法は様々であり、望まれるサービスは多様化しています。それらのニーズを充足するよう、多種多様かつ柔軟に対応でき
るサービスが必要とされています。そうした中、清瀬市では政策的も子育てに重きを置いており、認可保育園や、認定こども園等の預かり事業をはじめ、一時保育、病児・病後児保育、ひろば事業、ファミリーサポート、ホームビジター等在宅育児向け
にも様々なサービスを展開しています。一部は他自治体に先駆けた事業をいち早く導入してきました。
　しかし子育てを取り巻く環境や人の考え方は刻々と変化していきます。達成や継続と判断された事業に対しても、常に利用者や子育て世代の声に耳を傾け、現状を維持するだけで良いのか事業の内容を改善する必要があるのか検証していく必要
があります。また「サービスを知らなかった」と言うことがないよう、今後も一層の普及・啓発し事業の周知をはかってまいります。
　さらにサービスは知っていても何らかの事情で利用に至らない方や、サービスを使いたくても一歩踏み出せない方についてどのようにアプローチし掘り起こしていくのかも大きな課題となっております。サービスの利用は子育てを少しでも有意義とする
きっかけに過ぎません。このきっかけが横の繋がりを生み、地域（コミュティ）の子育て力の活性化になって行く事を望んでいます。

施策全体又は基本目標からの実績評価



在宅家庭への支援

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

　
　公立７施設（３拠点）で実施  公立保育園５園　（３拠点）で実施　（平成２６年度末で２園廃園）

 実施回数を増やすとともに、内容の充実を図っている
 利用実績
 平成22年度　　実施回数　251 回　　参加者数　1,353 人
 平成23年度　　実施回数　210 回　　参加者数　　614 人
 平成24年度　　実地回数　210 回　　参加者数　　987 人
 平成25年度　　実施回数　213 回　　参加者数　1,716 人
 平成26年度　　実施回数　210 回　　参加者数　1,779 人

　公立保育園は子育ての相談や子育て支援の事業全体の啓発・ＰＲ施設
であり、市内各所に点在している地域の身近な施設として、認知されるよう
広報活動を引き続き強化し努めていきます。

　　③継続

　
　継続して実施 　ひろば事業の拠点施設である。認知度・満足度ともに高い

　利用実績
 平成21年度　　実施回数　245 回　　参加者数　2,916 人
 平成22年度　　実施回数　245 回　　参加者数　1,033 人
 平成23年度　　実施回数　233 回　　参加者数　1,171 人
 平成25年度　　実施回数　233 回　　参加者数　1,071 人
 平成26年度　　実施回数　246 回　　参加人数　1,063 人

　今後も引続き子育てひろば事業の拠点施設として事業を継続すると共
に、市内の公共施設で開催し、内容を充実させていきます。
　また、引続き子ども家庭支援センターと連携して、効果的な支援が行え
るよう推進します。 　　③継続

　
　乳母車を押してこれる身近な広場として中学
校区に一か所計５か所を設置。開設中は常駐
のアドバイザーを配置し安心して過ごせるよう継
続して実施

　ころぽっくるつどいの広場 　33,241人
　元町つどいの広場　　　　　　　9,224人
　野塩つどいの広場　　　　　　　7,780人
　野塩出張広場　　　  　 　　　　1,469人
　下宿つどいの広場　　　　　　　5,391人
　竹丘つどいの広場　　　　　　　5,260人

　下宿つどいの広場は児童館と同室であり、つどいの広場単独での実施
の要望を受けておりました。下宿センター内で場所を確保すべく、利用者と
の折衝を続け、平成26年度当初に改修を行い、下宿センター3階、視聴覚
室での実施ができるようになりました。そのため下宿つどいの広場は利用
者が増加しています。全ての広場に利用者が定着し、行きたい時に出か
け、気軽に集える場所として多くの利用者が訪れています。

　　②充実

　育児支援・養育支援を産前産後の世帯や育児
不安・養育不安を抱える世帯はじめ特定妊婦を
対象に母子保健担当、要保護児童対策地域協
議会を通して実施

　養育支援訪問
　　　　　　　 75件　　267回
　
　育児支援ヘルパー派遣
　　　　　　   74件     161回

　産前・産後支援ヘルパー派遣事業は「養育支援訪問事業」に変更にな
り、子ども家庭支援センター職員による訪問活動及び、育児支援ヘルパー
の派遣を行っています。共に産前からの訪問支援が可能です。
　「養育支援」を必要とする家庭の抽出に当たっては「乳児家庭全戸訪問
事業」との連携が必須であり、市母子保健と充分に連携を取り、保健師と
の同行訪問を積極的に行っています。育児支援ヘルパーは平成25年度よ
り利用料金の改正（減額）を実施したところ、以後利用は増加傾向にあり
ます。

　　②充実

─
　ファミリーサポートセンター事業は、原則提供会員宅での実施の
ため、訪問型の一時保育事業とはいえないため、未実施と評価

　訪問型の一時保育については、引き続きた事業との調整を行い検討を
していきますが、需要については精査する必要があります。 　　⑤未実施

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書

取組み・方針
（目標事業量）

　子育てひろば事業（A型）

施策名
（目標事業量）

きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

　産前・産後支援
 　ヘルパー派遣事業
　（育児支援ヘルパー 派遣事業）
　（平成21年度より養育支援訪問事業
に変更）
　
　　※変更

　訪問型一時保育事業

計　　画　　名

個別事業
施策の目標
個別事業名

　　清瀬市の面積や人口規模からすると、ひろば事業を現在6か所（出張広場含）で展開できていることは、事業としてはほぼ充足されており、連日多くの親子に参加いただいております。清瀬市で子育てをする中核機関となっています。認可保育園が
広場でイベントを行う等、内容の工夫・充実も図られています。
　広場の活用に至らない家庭に引きこもりがちな子育て家庭への支援としては、母子保健担当部署と連携し同行訪問等を行うことで「養育支援訪問事業」・「育児支援ヘルパー派遣事業」・「ホームビジター派遣事業」を勧めています。引き続き関係機
関間の信頼関係を築きながら事業の充実に努めていきます。

施策全体又は基本目標からの実績評価

　子育てひろば事業（B型）
　（人口10万人に1ヵ所）

　子育てひろば事業（C型）

基本目標１　基本施策1-2、1-3
基本目標４　基本施策4-2



きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

働く家庭への支援

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

定員1,372人　（15施設）
　
　

 認可の公立・私立保育園

　平成２１年度　定員１,１０２人　１３箇所
　
　平成２６年度　定員１,１０２人　１３箇所

　平成２７年度　定員１,１０２人　１３箇所

14施設　定員1,334人
　公立　　5施設　　　公設民営　　1施設　　　私立　　8施設
待機児童数
  平成23年4月　18人
　平成24年4月　53人
　平成25年4月　52人
　平成26年4月　40人
　平成27年4月　45人

　　③継続

 認証保育所
　定員の弾力的運用を図り、今後の保育ニーズ
を把握しながら検討

　１施設　定員38人
　（プチ･クレイシュ）

　　③継続

　平成２１年度　定員６０人　２箇所
　平成２６年度　検討を継続
　平成２７年度　検討を継続

　認定返上のため、平成２７年度は実施なし
　子ども・子育て新制度の施行による影響で、市内で４施設あった認定こ
ども園の全てにおいて、認定を返上する事となった。国では認定こども園
の拡充を図るとされていることから、今後の動向を注視し対応していきた
いと考えています。

　　③継続

１９時まで
　平成２１年度　１３箇所において実施
　平成２６年度　検討を継続
　平成２７年度　検討を継続

　　①達成

２０時まで
　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討

　　③継続

　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討 　ショートステイ事業で対応検討を継続

　就労形態の多様化から一定の潜在ニーズがあると予測される、平成２７
年度より私立保育園1園にて在園児を対象に事業を実施しており、今後は
在園児以外の児童まで対象とする事が課題とされている。また、前期に引
続きファミリーサポート事業等の利用実態を把握しながら検討することと
し、検討中は現在の形態で事業を継続していきます。

　　③継続

　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討 　ショートステイ事業で対応検討を継続

　就労形態の多様化から一定の潜在ニーズがあると予測されますが、前
期に引続き延長保育、ショートステイ事業、ファミリーサポート事業等の利
用実態を把握しながら検討することとし、検討中は現在の形態で事業を継
続していきます。
　また、トワイライトステイ事業と併せて検討していきます。

　　③継続

施策名（目標事業量）

通常保育

 夜間保育

 延長保育事業

　基本目標２　基本施策2-1、2-2

計　　画　　名

個別事業
施策の目標
個別事業名

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書

取組み・方針
（目標事業量）

１時間（19時まで）
　１１施設で実施（公立５施設、公設民園１施設、私立５施設）
１時間３０分(19時30分まで)
　１施設で実施（私立）
２時間（20時まで）
　１施設で実施（私立）
１３時間（２４時間保育）
　１施設で実施（私立）
　
　平成23年度年間延利用人数   27,431人　月平均延2,286人
　平成24年度年間延利用人数   30,183人　月平均延2,516人
　平成25年度年間延利用人数　 37,737人　月平均延3,145人
　平成26年度年間延利用人数　 40,916人　月平均延3,410人

　待機児童解消の取組として、平成27年4月に私立保育園が1園、分園が1
園開園し、既存の保育園においても増築が1園、改築が1園され、定員も20
人増やして1,334人となりました。しかし待機児童は昨年の同時期よりは5
人多い45人となり、待機児童解消には至りませんでした。今後も女性の社
会進出及び就労形態の多様化という要因から、要保育児童数の増加があ
ると推測しています。今後も施設の設置、既存の園の改築などで定員の
拡充を図っていきます。

　平成25年度より、延長保育未実施であった市立公立保育園において19
時までの延長保育を実施し、評価区分を達成としています。
　
　20時まで延長については、今後の保護者ニーズを注視し、引続き検討課
題として継続していきます。

 休日保育

 認定こども園
　
　※新規



きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

働く家庭への支援

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

　平成２１年度　定員の弾力的運用で対応
　　　　　　　　　　９箇所　定員５６０人
　平成２２年度　大規模施設の解消
　　　　　　　　 　１４箇所　定員５６０人
　平成２５年度　２施設学校内に入る
　平成２６年度　検討を継続
　平成２７年度　検討を継続

　16施設　　　定員６０５人
　受入可能児童数６６５人
　待機児童数
　　２３年　　７人２学校区
　　２４年　　８人１学校区
　　２５年　２１人３学校区
　　２６年　１７人４学校区
　　２７年　２１人２学校区

学童クラブは保育園とは異なり、小学校区域内の学童クラブに通うこと
が原則としており居住地域の児童数には差があり定員を満たさない学童
クラブもあります。しかし、待機児童が平成25年度4月には3施設で21人、
平成26年4月には4施設で17人と4名の減少となりました。平成27年度につ
きましては、2施設において21人の待機児童があり、そのうちの1施設で19
名が待機児童となりました。19人の待機児童の対応として平成27年4月1
日より放課後子ども教室事業での預かりを実施しました。

今後も女性の社会進出へのニーズは増加傾向にあり、そのことにより学
童クラブの必要性も同様となります。児童福祉法の改正に伴い対象児童
が6年生の受け入れとなり、体制や環境の整備を推進し、受け入れは低学
年の優先を検討していきます。

　　③継続
 学童クラブ
（放課後児童健全育成事業）

個別事業

施策名（目標事業量） 　基本目標２　基本施策2-1、2-2

施策の目標
個別事業名

取組み・方針
（目標事業量）

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書

計　　画　　名

　保育園等の待機児童解消は市の政策において重点課題と考え、平成２４～２５年度に待機児童が５０人を超えた事により、平成２６～２７年度に認可保育園の新築、改築、増築を行ってまいりました。具体的には平成２６年４月にはどろんこ保育園・
せせらぎ保育園の新築、平成２７年４月には野塩１丁目保育園の新築、きよせ保育園分園の増築、どろんこ保育園の増築、清瀬上宮保育園の改築を行いましたが、平成２７年４月の待機児童数は、２６年の同時期と比較して５名の増となってしまいま
した。引き続き２７年度にも1園私立認可保育園（乳児保育園）を新築し、待機児童の解消を図っていきます。
　平成２７年３月には「清瀬市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、新たな制度に向けて対応してまいります。
　学童クラブにおいても例年少なからず待機児童が発生しておりましたが、平成２７年４月には１つの学童クラブで１９名の保留（待機）児童が見込まれたため、　急きょ教育委員会と児童センターの協力のもと、放課後子ども教室での預かりで対応する
ことといたしました。学童クラブの入会状況は地域や時期によって格差がありますので、このような柔軟な対応も必要であると思われます。

施策全体又は基本目標からの実績評価



総合的な支援-1
基本目標３　基本施策3-3、3-4、
基本目標４　基本施策4-1

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

　平成２１年度　小学校全９校で実施
　　（３校追加‥第三小学校、第六小学校、第十
小学校）
　
　平成２６年度　土曜、長期休業日の実施

　平成２７年度　土曜、長期休業日の実施

全９校で実施
２６年度
登録者数　　　　８２５人
参加者数　２２，４３５人

　小学校の校舎内を借用しての開催している事業であり、学校の管理上
の問題から休業中の開催は困難な状況です。
　授業時間が（終業時刻）が延びていることもあり、２６年度より放課後子
ども教室の冬季終業時刻を３０分延長しました。また、２７年度から小学１
年生の受け入れを、９月より６月に早めて実施しました。

　　④変更

  平成２１年度までに青少年育成に関わる各委
員会の連絡会議を開催し、特に中高生と大人と
の接点を探り、話し合う場づくりや交流へのアプ
ローチを図る。
　平成２２年度から
　　　各委員会の連絡会議の開催（年２回）
　平成２６年度まで
　　　地域活動の推進
　　　各委員会の連絡会議の開催（年４回）
　　　各委員会合同事業の開催･実施

児童青少年連絡
協議会設置６月・２月開催

　青少年問題協議会の下部組織として、子ども関連の各委員会及び小・
中学校も含めた委員構成で、２５年６月に「児童青少年連絡協議会」を設
置しました。年度毎にテーマを決めて、情報の共有をするとともに具体的
な取り組みについて考えていきたいと思います。２６年度テーマは２５年度
に引き続き「メールやラインを通じたいじめについて」を取り上げました。各
委員会合同事業については、今後教育委員会主催の健全育成委員会と
協議し、合同での事業として講演会の実施について検討してまいります。

　　③継続

　平成２１年度
　　　話し合う場づくりや交流へのアプローチ
　平成２６年度
　　　自由にスポーツや音楽活動が出来る場の
設置

野塩児童館の再整備 　中高生の居場所として、野塩児童館・下宿児童館の再整備に取り組みま
した。２８年度より野塩児童館における中高生タイムを実施する予定に
なっており、夜７時まで時間延長を計画していますので、実施に向けて継
続して取り組んでまいります。

　　③継続

　平成２２年度　子ども会議の設置 平成２２年度
  子ども会議設置
平成２３年度
　・子ども会議による市行政機関との意見交換、 新聞づくり
　・子ども意見箱の設置
　・ジュニアリーダーズクラブの再編成
　・野塩児童館まつりの準備・運営への児童の参画

①子ども会議は、２年の活動を持って終了しました。
②中高生の自主活動支援として、スタジオ活動のサポートとともに、ライブ
活動の充実を図り、企画や運営をサポートします。
③ジュニアスタッフ委員会とジュニアリーダーズクラブを合併し、児童館事
業への子どもの参画の充実を図りました。
④野塩まつり実行委員会では子ども委員の意見を反映させていきます。

　　①達成

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書-4

取組み・方針
（目標事業量）

放課後子ども教室
　
　※新規

施策名
（目標事業量）

計　　画　　名 きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

個別事業
施策の目標
個別事業名

青少年育成事業

   ※新規

中高生の居場所づくり

 　※新規

子どもの意見を尊重する仕組みづくり
（子どもの参加支援）
    ※新規

　次世代育成支援行動計画における児童センターの目標事業量の達成は、おおむね順調に推進しています。放課後子ども教室は、小学校での少人数学級への移行、学区域の変更から学級数が増加する傾向にあり、場所の確保に苦心しているとこ
ろです。青少年育成事業としては、児童青少年連絡協議会を２５年６月にスタートさせました。子ども関連の機関や委員会の代表が一堂に会し、連携を基盤に具体的な取り組みについて協議しています。中高生の居場所づくりは、先行して下宿児童館
の中高生タイムが実現いたしました。今後実施に向けた野塩児童館の取り組みをしていきます。子どもの参画作りでは、様々な場面で子どもたちの意見を取り上げ、活動に活かしていく取り組みをしております。

施策全体又は基本目標からの実績評価



総合的な支援-2

達成度
平成２７年４月１日時点

評価及び今後の
方策（改善策）等

評価区分

　18歳までの子どもとその家庭のあらゆる相談、
各サービス事業の対象の家庭、及び要保護児
童対策地域協議会により支援を必要としている
市民にサービスの提供を行うため継続実施

　相談件数　1,547件
　児童虐待への社会的な関心の高まりと、子ども家庭支援センターの周知
が図れて来ており、近隣・小中学校・幼稚園・保育園等、子どもが関わるあ
らゆる機関からの相談があります。虐待への対応は関係機関との連携が
必須であり、引き続き周知を怠らず、関係機関と連携していきます。
　平成26年度は現行の相談員が継続でき、安定した相談体制を整えてい
ます。

　　②充実

　清瀬市内でひろば事業・子育て支援を展開す
る関係機関が連携し、年に1度「子育てひろば
フェスタ」を開催。今後も継続して実施

　平成21年度参加　　　　　　　　　　平成24年度参加
　　　　　　　　　1,137人　                                　1,197人
　平成22年度参加                        平成25年度参加
　　　　　　　　　1,458人                                     1,039人
　平成23年度参加                       平成26年度参加
　　　　　　　　　1,550人                                     1,253人

　子育てひろばフェスタは毎回1,000人以上の参加者があり、定着・安定し
た事業となっています。平成26年度はインフルエンザの流行時期を避け、
それまで1月開催であったものを11月開催としました。開催月を変更する
事で、来場者の推移が危ぶまれましたが、結果例年通りの参加となりまし
た。
　公私や民間を問わず、市内の子育て団体が集結する唯一のイベントと
なっており、市内の子育て団体が一堂に顔を合わすイベントとなっており
継続実施を目指します。

　　③継続

　平成２１年度、子ども家庭支援センター（清瀬
市子育てネットワーク支援事業）の一部に位置
づける。
　清瀬市子育てネットワーク支援事業（ピッコロ
委託）の一部に位置づける。各広場からの距離
がある中里センターから子育て情報を発信する
ことを大きな目標として継続実施を目指す。

　4回実施 　開催頻度は他の広場に比べて少ないが子育て関連情報の発信を大き
な目標に今後も継続して実施していきます。

　　③継続

　隔年度に改訂版を発行
　　　　発行予定　平成２２年度
　　　　　　　　　　　平成２４年度
　　　　　　　　　　　平成２６年度

　 平成23年度　4,000部作成
　 平成26年度　6,200部作成

　広告収入を募る事で市の一般財源の執行なく発行が可能となり、平成26
年度に子育てガイドブックを6,200部作成しました。市内の幼稚園と保育園
に在園児数分搬入し配布すると共に、市役所健康推進課、子育て支援
課、つどいの広場、子育て関連ＮＰＯ法人に置く等し、気軽に入手できるよ
う配慮しています。また、市のホームページからも電子版で見る事ができ
るようになっております。今後は2年毎に更新していきます。

　　②充実

　制度の設置について検討します。 　　平成27年度より子育てクーポン券の発行 　平成27年度より、既存の子育てサービスに利用できる「子育てクーポン
券」を発行します。
　対象：市内在住0～2才の児童を養育する家庭（約1,600人）。
　内容：年度内1人6,000円分のクーポン券を発行。

　　⑤未実施

　平成２１年度　現在可能な場所の周知
　平成２６年度　新規２ヵ所
　平成２７年度　新規設置の検討を継続

　外出先でも安心して授乳・おむつ交換などが出来るスペースの
設置。公共施設では児童センター、コミュニティプラザひまわり、け
やきホールに場所を確保しており、東京都の「赤ちゃん・ふらっと」
の認定を受けています。

　外出先でも安心して授乳・おむつの交換が出来るスペースは今後も求め
られることが考えられます。
　施設の新たな改修等に合わせて清潔で安心なスペースを確保しニーズ
応えていきたいと考えます。

　　③継続

  子どもの遊び場
    「ミニひろば」

　   ※統合

個別事業

  子育て家庭への経済的支援

　 ※新規

  子育て情報誌の発行

  子ども家庭支援センター
　
   ※虐待防止ネットワーク事業含む。

施策名
（目標事業量）

基本目標１　基本施策1-3、1-4
基本目標４　基本施策4-1、4-2、4-3
基本目標５　基本施策5-4

計　　画　　名 きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）

  子育て支援ネットワークの拡充
　
　  ※新規

　子ども家庭支援センターは、子どものと家庭に関する相談を受ける子育て支援の中核機関として、総合的な情報の提供と対応が求められています。近年、市民の方のみならず、小中学校・幼稚園・保育園等関係機関からの相談も多く、その内容も
多種多様となっており、あらゆる相談に対し適切な対応ができるよう、個々の相談員の資質の向上が必須となっております。ここ数年は人事異動や退職等で、相談員体制が毎年度変更となっていましたが、27年度は26年度と同様の相談員体制が継
続できました。今後も子育てに関する情報の吸収・発信と、実際にケースワークを行いより適切な対応をしてまいります。
　児童虐待については、小平児童相談所、子どもの発達支援交流センター・とことこ等の専門機関、子育て支援課、健康推進課、生活福祉課、障害福祉課、社会福祉課、教育委員会等の市の組織、その他医療機関や私立幼稚園や学校等、あらゆる
子どもを取り巻く関係機関との連携・協力を得ながら適切に対応してまいります。

施策全体又は基本目標からの実績評価

  安心して外出できる環境づくり
　
　 ※新規

施策の目標
個別事業名

清瀬市保健福祉総合計画　目標事業評価調書-5

取組み・方針
（目標事業量）



　平成１７年１０月開
始
(NPO法人委託)

　平成１９年度実績、依頼会員６４７人、提
供会員１０４人、両方会員１８人、計７６９人
　活動件数　延２,２３４回

 事業の対象年齢は2ヶ月から18歳までだが、主に使う
年齢を0歳から小学校４年生までの10年間、各年齢600
人として6,000人を対象として定める。
　平成20年　提供会員130人・依頼会員710人
　平成21年　提供会員140人・依頼会員730人
　平成26年　提供会員200人・依頼会員780人
　平成27年　提供会員210人・依頼会員800人

  利用した人の評価が高いことからも,口コミ等の効果も期待さ
れる。今後の利用意向も高いことから、提供会員の確保及び
質の維持を行っていきます。
　また、ファミリーサポート・きよせの事業が広く周知されること
で、実際に依頼する会員が増えその結果在宅で子育てをする
市民にとっては育児の負担感が軽減がされ、多様な勤務形態
を求められる家庭にあっても勤務にあわせた支援を気軽に受
けられる制度として市民の中に根付いていくよう取り組んでい
きます。

　認可保育園
　　１３ヵ所で実施

　私立すみれ及びきよせ保育園の２施設
において占有スペースを設けて実施。定員
は、それぞれ10人程度。他１１園では空き
定員の範囲で実施。空き定員の場合、恒
常的な受入れができないため充実が必
要。

　平成２１年度　７施設について、定員を設定

　平成２６年度　検討を継続
　
　平成２７年度　検討を継続

　今後も引続き一定の保育ニーズがあると予測されます。現在
空き定員の範囲で実施している施設は、恒常的な受入れがで
きません。このため、一時保育のための定員の確保など充実
を図っていきます。

　ショートステイ事業
で一部対応
　代替事業

　ショートステイ事業で対応できる範囲で対
応しているが、ショートステイ自体に定員が
あるため常時利用できる体制ではない。

　一定のニーズは認められるが、今後もショートステイ
事業で対応をしていきます。

　トワイライト事業のニーズ調査の結果は高いが、利用料金と
あわせて考えた時、需要が高まるかについては検討を要する
ところである。しかし、延長保育で補えない22時までの預かり事
業についてショートステイ事業の活用がさらに進むよう検討を
していきます。

　平成17年11月開
始
（社福児童養護施設
委託）

東久留米市との共同事業（１９年度実績）
件数：日帰り４１件、宿泊２１件
日数：日帰り４１日、宿泊６５日

　平成２１年度　150人

　平成２６年度　150人

　平成２７年度　150人

 　この事業のニーズ推計は、現在の利用の約３倍である。
　しかし、現在の利用状況は、定員2名の枠で年間利用枠の１
/6の稼働状況である。今後は、この事業のニーズ推計に見ら
れるニーズ量を事業に結びつけるための広報活動を積極的に
すすめていきます。

　平成１７年４月開
始（社福私立保育園
委託）

　私立きよせ保育園において実施。
　定員は、４人

　利用動向を把握して検討していきます。

　１７年度に事業を開始して、19年度の利用実績は３９人です
が、小学校３年生までを対象としているため、今後認知度が上
がればニーズは高まると予測されます。今後も啓発に努め、利
用状況を把握しながらあり方について検討していきます。

　平成２１年度　200人

　平成２６年度　200人

　平成２７年度　200人

　病児・病後児保育(派遣型）は、平成２１年度からファミリー・
サポート・センター事業が拡充される中で実施される方針が厚
生労働省から示された。このため今後は、病児・病後児保育
（派遣型）について市の事業として取り組む予定であります。
　就労する家庭にとって仕事が休めない時の大きな支援にな
り、需要も一定量増加することが見込まれます。病児を預かる
という非常に大きな事業であり事業の展開にあたっては、医療
機関との連携など充分な体制づくりに努めていきます。

一時保育事業で対
応

　一時保育を実施している施設において、
同事業の利用の中で対応している。

　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討します。

　現在、特定保育のための施設の整備はできていません。
　後期計画においても特定保育は、一時保育、ファミリーサ
ポート事業などの利用状況を把握しながら、検討していきま
す。

　制度の設置について検討します。

　ニーズはあるものの、高いニーズはないと予測されます。
　今後は、子育て支援のひとつの選択肢として、通常保育事業
及びファミリーサポート事業の利用実績やニーズ等を勘案して
制度の設置を検討していきます。

第５章　目標事業量

家庭福祉員
　※新規

ショートステイ事業
（子育て短期支援事業）

病後児保育（施設型）

病児・病後児保育
（派遣型）
　　※　変更

特定保育事業
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家庭福祉員
　
　※新規

項　　　目

ファミリーサポート
センター事業

一時保育事業

トワイライトステイ事業
（子育て短期支援事業）

病児・病後児保育
（派遣型）
　
　※変更

　平成２１年度　　９人（潜在ニーズ）

　平成２６年度　  ９人（潜在ニーズ）

　平成２７年度　  ９人（潜在ニーズ）

　平成２１年度　５５０人

　平成２６年度　５００人

　平成２７年度　５００人

　平成２１年度　３２０人
　
　平成２６年度　３２０人

　平成２７年度　３２０人

　平成２１年度　190人

　平成２６年度　190人

　平成２７年度　190人

 平成２１年度　５１０日
　　　　　（潜在ニーズ714日-1,224日）
 平成２６年度　４３１日
　　　　　（潜在ニーズ600日-1,031日）
 平成２７年度　４１９日
　　　　　（潜在ニーズ578日-997日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年間延利用日数

ショートステイ事業
（子育て短期支援事業）

病後児保育（施設型）

 平成２１年度　３９人（潜在ニーズ139人-178人）

 平成２６年度　３９人（潜在ニーズ123人-162人）

 平成２７年度　３９人（潜在ニーズ118人- 157人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年間延利用人数

特定保育事業

施策の方向性、考え方

　平成２１年　　１，８００件

　平成２６年　　２，０００件

　平成２７年　　２，０５０件

 平成２１年度　５５２人（潜在ニーズ68人-620人）

 平成２６年度　４５９人（潜在ニーズ56人-515人）

 平成２７年度　４４４人（潜在ニーズ55人- 499人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年間延利用人数

区分

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
多
様
な
就
労
形
態
の
家
庭
及
び

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
在
宅
家
庭
へ
の
支
援

─

項　　　目

ファミリーサポートセン
ター事業

目標事業量
現　況　等

(平成２０年４月１日現在)
ニーズ推計等

一時保育事業

トワイライトステイ事業
（子育て短期支援事業）

　厚生労働省委託事業「緊急サポートネットワーク事業」
　社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託
　NPO法人子育てネットワークピッコロに委託（平成19年実績
185人）



　公立保育園７園
　（３拠点）実施

　実施回数を増やすとともに、内容の充実
を図っている。平成１９年度は、実施回数２
２０回、参加者数３，４５１人

　公立７施設（３拠点）で実施

　実施園数は現状のままですが、実施回数や内容を充実させ
ていきます。
　特に、保育園は、市内各所に点在している地域の身近な施
設として、まず子育ての相談や子育て支援の事業全体の啓
発・ＰＲに努めていきます。

　私立保育園１園で
実施

　ひろば事業の拠点施設である。平成１９
年度は、実施回数４４７回、参加者数６，９
０８人

　継続して実施
　今後は、子育てひろば事業の拠点施設として実施回数や特
に内容を充実させていきます。また、引続き児童センターと連
携して効果的な支援が行えるよう推進します。

　平成１９年度５ヶ所
で実施
　（３ヵ所直営、２ヵ
所はNPO法人委託）

　平成１９年度実績
　　野塩センター（1,994人）
　　下宿センター（2,770人）
　　ころぽっくる（35,451人）
　　清瀬市民センター（8,620人）
　　竹丘センター（5,307人）

　継続して実施
 　身近で親子が気軽につどえる場所として、また、出産を控え
た母のいる家庭等に乳児健診等の情報の提供を行っていきま
す。

　平成１７年１２月育
児支援ヘルパー事
業で対応

　平成１９年度利用実績、１１件延６１日
　利用料金・利用回数に課題あり。

　継続して実施

　　清瀬の産前産後ヘルパー派遣事業では「育児支援ヘル
パー派遣事業」として１２歳までの児童が対象とされています。
日中、育児や家事の手助けをしてくれる人がいない時が派遣
対象となることから、利用したい市民からの直接の利用申し込
みはもとより他機関からの利用調整にも応えていくことが求め
られています。
　「こんにちは、赤ちゃん事業」と連携して、他機関・他事業との
調整を行いながらこの事業を必要としている家庭へ事業の紹
介及び実施を進めていきます。同時に産前産後の育児支援に
特化したサービスとして利用料・利用回数の検討をしていきま
す。

　ファミリーサポート
センター事業で対応

　ファミリーサポートセンター事業は、原則
提供会員宅での実施のため、訪問型の一
時保育事業とはいえない。

─

　訪問型の病児・病後児保育については緊急サポートネット
ワーク事業のうち病児病後児保育がファミリーサポートセン
ター事業に拡充されて実施される予定。ファミリー・サポートセ
ンター事業で補えない訪問型の一時保育については、現在子
ども家庭支援センターで行われている事業や健康推進課・障
害福祉課・生活福祉課で行われている事業との調整を行い検
討をしていきます。

認可の公立・私立保
育園

１３ヶ所
　定員１,０５２人
認可公立　　　　7ヵ所
認可公設公営　1ヵ所
認可私立　　　　5ヵ所

　前期計画の目標に達しておらず、定員５
０人が未達成となっている。
　公立（１施設）廃止と民設（１施設）新設に
伴い、６９人の定員増を実施して１,０５２
人。更に弾力化（６４人）を実施して１,１１６
人の受入が可能

　平成２１年度　定員１,１０２人　１３箇所
　
　平成２６年度　定員１,１０２人　１３箇所

　平成２７年度　定員１,１０２人　１３箇所

認証保育所
　Ａ型　１ヵ所
　　　定員３０人

　（株）こどもの森が清瀬プチクレイシュを
開設。

　定員の弾力的運用を図り、今後の保育ニーズを把握
しながら検討します。

　平成20年４月に1ヵ
所開設

　幼稚園型の単独型
　保育に欠ける子どもを対象とした延長保
育事業の定員30人

　平成２１年度　定員６０人　２箇所
　平成２６年度　検討を継続
　平成２７年度　検討を継続

　今後、保育園においては幼児教育が、幼稚園においては長
時間保育が求められると推測され、子育て支援の新たな選択
肢として、この制度の導入を図っていきます。

　平成２１年度　１３箇所において実施
　平成２６年度　検討を継続
　平成２７年度　検討を継続

　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討します。

認可の公立・
私立保育園

認証保育所

延長保育事業

１時間（19時まで）
　延長保育園　６施
設
２時間（20時まで）
　延長保育園　２施
設

延長保育事業

訪問型一時保育事業

通常保育

　平成１９年度から私立野塩及びきよせ保
育園で２時間延長を実施。１時間延長は、
私立清瀬上宮、中清戸、すみれ保育園及
び公設民営の駅前乳児保育園並びに公立
の第１、第３保育園で実施

20時まで
　平成２１年度　65人（潜在ニーズ4人-69人）
　平成２６年度　54人（潜在ニーズ3人-57人）
　平成２７年度　52人（潜在ニーズ3人-55人）

在
宅
家
庭
へ
の
支
援

働
く
家
庭
へ
の
支
援

認定こども園
　※新規

子育てひろば事業
（A型）

子育てひろば事業
（B型）

子育てひろば事業
（C型）

　アンケート調査の結果から、認知度は上位、利
用度は中位である。利用した方からの満足度も高
い。

通常保育

　アンケート調査の結果から、認知度は上位、利
用度は中位である。利用した方からの満足度も高
い。

 　アンケート調査の結果から、認知度も高く、一定
の利用状況にある。

　アンケート調査の結果から、育児支援を近隣で
受けられる方が全体の６割ある一方、妊娠中や出
産後に必要なサービスとして、赤ちゃんの育児サ
ポート・家事援助・兄姉の育児援助などを上げら
れる方が７割近くあることから潜在ニーズは一定
量あると考えられる。

子育てひろば事業（A型）
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訪問型一時保育事業

　推計によれば、今後未就学の子どもの人口は減少傾向に向
かいますが、後期計画期間の後半までは現在の定員を超える
ニーズがあると予測されます。
　また、女性の社会進出や就労形態の多様化などから、今後
も引続き一定の保育ニーズがあると予測されます。
　後期計画においても、引続き質を確保しつつ様々な運営主体
を検討して、総合的に保育ニーズに対応していきます。

認定こども園
　
　※新規

 平成２１年度　1,146人
　　　　　　　　　（潜在ニーズ65人-1,211人）
 平成２４年度　1,035人
　　　　　　　　　（潜在ニーズ59人-1,094人）
 平成２６年度　   952人
　　　　　　　　　（潜在ニーズ55人-1,007人）
 平成２７年度　   920人
　　　　　　　　　（潜在ニーズ52人-  972人）

定員　１,０８２人（１４ヶ所）

─

　アンケート調査によれば、在宅で子育てを行って
いる家庭で家事・育児支援を求める声があること
からニーズはあると考えられる。

子育てひろば事業（B型）
（人口10万人に1ヵ所）

子育てひろば事業（C型）

産前・産後支援
 ヘルパー派遣事業
（育児支援ヘルパー
 派遣事業）
　
　※変更

目標事業量

19時まで
　平成２１年度　419人（潜在ニーズ24人-443人）
　平成２６年度　348人（潜在ニーズ20人-368人）
　平成２７年度　337人（潜在ニーズ19人-356人）

区分 項　　　目
現　況　等

(平成２０年４月１日現在)
ニーズ推計等 施策の方向性、考え方 項　　　目

　今後、就労形態の多様化から延長保育のニーズは高まると
予測されます。現在実施していない公立の保育園（５園）にお
いて、午後７時までの延長保育を実施する方向で検討します。

産前・産後支援
 ヘルパー派遣事業
（育児支援ヘルパー
 派遣事業）

　※　変更



　ショートステイ事業
で対応

　検討を継続 　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討します。
　就労形態の多様化から一定の潜在ニーズがあると予測され
ますが、前期に引続きファミリーサポート事業等の利用実態を
把握しながら、検討していきます。

　ショートステイ事業
で対応

　検討を継続 　前期計画に引続き、利用動向を把握して検討します。

　就労形態の多様化から一定の潜在ニーズがあると予測され
ますが、前期に引続き延長保育、ショートステイ事業、ファミ
リーサポート事業等の利用実態を把握しながら、トワイライトス
テイ事業と併せて検討していきます。

　９施設　定員５６０
人

　前期計画の目標に達しておらず、１施
設、定員５０人が未達成となっている。
　弾力化で対応。６１５人を受入可能。
　平成16・17年の松山、竹丘地区の大規模
開発によるニーズ増を見込んだが、過去３
年間の待機児童数は平均４人。

　平成２１年度　定員の弾力的運用で対応
　　　　　　　　　　　　　　９箇所　定員５６０人

　平成２２年度　大規模施設の解消
　　　　　　　　　　　　　１４箇所　定員５６０人

　平成２６年度　検討を継続

　平成２７年度　検討を継続

　推計によれば、今後小学校低学年の児童の人口は、横ばい
から減少傾向に移行しますが、女性の社会進出や就労形態の
多様化などから、今後も引続き一定のニーズがあると予測され
ます。
　今後は、社会情勢等を把握しながら整備について検討してい
きます。また、引続き対象年齢の拡大や長期休暇中の児童へ
の対応及び運営主体について検討し、併せて大規模施設の解
消についても対応していきます。

　子育てひろば連絡
調整会の実施

　「子育てひろばフェ
スタ」の開催

　公私立保育園・学童クラブ・児童セン
ター・子ども家庭支援センター・子育て支援
関連NPO法人がそれぞれの活動への理解
と連携を深めるための連絡調整会を開催
　　「子育てひろばフェスタ」は回を重ね、上
記の子育てひろば関係機関に加えて清瀬
市内の幼稚園が参加することで子育て中
の市民が楽しく集う日として、また、この事
業を行う機関の交流を深める意味で年々
大きな盛り上がりを見せている。

　子育てひろばフェスタの継続実施

　「子育てひろばフェスタ」は、毎年の積み重ねの中で充実した
盛り上がりを見せている。清瀬の子育て支援の輪を広めるとと
もに、市民、行政及び専門家などと「子育て」「子育ち」について
も考える場作りにも取り組んでいきます。

　つどいのひろば事
業で対応

　つどいのひろばを大幅に増設。
　ＮＰＯ法人も独自にひろば事業を展開し
ている。

　平成２１年度
　　　子ども家庭支援センター（清瀬市子育てネットワー
　　ク支援事業）の一部に位置づける。

─

子ども家庭支援セン
ター
　
 ※虐待防止ネットワーク
事業含む。

子育て支援ネットワーク
の拡充
　※新規

子どもの遊び場
  「ミニひろば」
　　　※統合

総
合
的
な
支
援

休日保育

夜間保育

学童クラブ
（放課後児童健全育成
事業）

子どもの遊び場
  「ミニひろば」

　※統合

夜間保育

働
く
家
庭
へ
の
支
援

学童クラブ
（放課後児童健全育成事
業）

休日保育

区分 項　　　目

子育て支援ネットワークの
拡充
　
　※新規

子ども家庭支援センター
　
 ※虐待防止ネットワーク事
業含む。

 平成２１年度　　２１７人（潜在ニーズ）

 平成２６年度　  １８１人（潜在ニーズ）

 平成２７年度　  １７５人（潜在ニーズ）
　　　　　　　　　　　　　※年間延利用人数

 平成２１年度　　４２人（潜在ニーズ）

 平成２６年度　  ４２人（潜在ニーズ）

 平成２７年度　  ４２人（潜在ニーズ）

 平成２１年度　５９５人（潜在ニーズ60人-655人）

 平成２６年度　５５５人（潜在ニーズ57人-612人）

 平成２７年度　５２５人（潜在ニーズ56人-581人）

─
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現　況　等
(平成２０年４月１日現在)

ニーズ推計等

子育てひろばフェスタ参加状況
　平成19年度　　　　1,500人
　平成20年度　　　　1,600人

平成１７年７月開設
（先駆型）
　平成１９年２月清
瀬市要保護児童対
策地域協議会設置

　虐待防止ネット
ワーク事業は、子ど
も家庭支援センター
事業に移行

平成２０年４月に組織改正のため課に昇
格。
　虐待防止ネットワーク事業（要保護児童
対策地域協議会の運営）（子ども家庭専門
研修）
　子ども家庭総合ケースマネージメント事
業（総合相談事業）（サービス調整）（子ど
も家庭在宅サービス）
　地域組織化事業（清瀬市子育てネット
ワーク支援事業）（いきいき子育て支援事
業）（つどいの広場）（親の子育て力支援事
業）（地域組織化活動）
　在宅サービス基盤整備事業（養育家庭体
験発表会）
　要支援家庭サポート事業（育児支援ヘル
パー派遣事業）（見守りサポート）（虐待防
止訪問事業）

　次世代育成支援調査の結果においてはセン
ターの認知度は低いが、相談件数は以下の状況
が認められるため、相談事業のほかの支援サー
ビスについても、サービスの充実とともに広く周知
していく必要がある。
　平成19年度　　　　803件
　平成20年度　　　　834件（4月～10月）

目標事業量 施策の方向性、考え方 項　　　目

　清瀬子ども家庭支援センターは、清瀬で育つ子どもたちが安
心して生活出来るよう、  子ども・家庭に関する総合相談や在
宅サービスの調整・提供を行っていきます。特に、子ども自身
からの相談に応じる身近な機関として周知するとともに、子ども
の話に耳を傾け、子どもを支援するシステム作りを進めます。
　子ども家庭支援センターに設置された要保護児童対策地域
協議会は、子育て・教育・医療等子どもに係る機関と連携して、
虐待の早期発見・適切な対応・未然防止につながるよう努めて
いきます。
　アンケート調査によれば子ども家庭支援センターの認知度は
低く、事業等の理解が市民の中に行き届いていない状況があ
ります。ひろば事業調整会や要保護児童対策地域協議会関係
機関への協力を求め情報の発信を行うとともに子ども家庭支
援センターが関係機関・市民から信頼を得て活動ができるよう
機能の充実に努めます。

　18歳までの子どもとその家庭のあらゆる相談、各サー
ビス事業の対象の家庭及び要保護児童対策地域協議
会により支援を必要としている市民にサービスの提供が
行われるよう、継続実施します。



　平成２１年度　小学校全９校で実施
　　（３校追加‥第三小学校、第六小学校、第十小学校）
　
　平成２６年度　土曜、長期休業日の実施

　平成２７年度　土曜、長期休業日の実施

　平成１９年度から小学校２校で実施の放課後子ども教室は、
児童の安全で安心な居場所として、平成20年度は６校で実施、
登録児童が現在６５７名で、事業が保護者に好感を持って理解
されてきている。平成21年度全９校実施の予定であるが、登録
児童が1,000名を超えることが予想される。今後はニーズ調査
を踏まえ、事業内容の充実をはじめ、施設の拡充や土曜日と
長期休業日の実施が可能か検討していく必要がある。

　 平成１７年７月児
童センター開設以来
中央児童館事業とし
て小中高生対応事
業を展開

　心身ともに健やかで人間性豊かに成長し
ていくことは、次代を担う青少年にとっては
きわめて大切なことです。　しかし、社会環
境や生活様式の変化は、青少年の生活習
慣を変化させ、青少年の生活リズムにも大
きな影響を与えています。家庭･地域など、
社会全体で態度や行動の基礎になる基本
的生活習慣を青少年に身につけさせるた
め、青少年問題協議会、健全育成委員会
など関係機関と行政が連携して地域活動
を推進していく必要がある。

  平成21年度までに青少年育成に関わる各委員会の連
絡会議を開催し、特に中高生と大人との接点を探り、話
し合う場づくりや交流へのアプローチを図る。
　平成２２年度から
　　　各委員会の連絡会議の開催（年2回）
　平成26年度まで
　　　地域活動の推進
　　　各委員会の連絡会議の開催（年４回）
　　　各委員会合同事業の開催･実施

  青少年への支援を社会全体で組織的に行っていくことで、青
少年と大人との接点を見い出し、共に住みよい社会を創造して
いくよう働きかけます。

 　児童センター、神
山公園

  児童センター内においてはスタジオなど
を利用しているが公共施設や地域の中で
の恒常的な居場所などはない

　平成２１年度
　　　話し合う場づくりや交流へのアプローチ
　平成２６年度
　　　自由にスポーツや音楽活動が出来る場の設置

  青少年の交流事業を支援したり、音楽活動等健全な活動が
できるよう支援及び場づくりに努めていきます。

 ジュニアスタッフ委
員会
（小５～高）、ジュニ
アリーダーズｸﾗﾌﾞ
（小４～）

  現在清瀬市には、青少年の主体的活動
としてジュニアリーダーズクラブや児童セン
ターの活動や運営に子ども達自身の意見
を反映させるためのジュニアスタッフ委員
会などがある。ジュニアスタッフ委員会で
提案した、児童センター憲章 「私たちのね
がい」 は平成19年度採択されている。

　平成２２年度　子ども会議の設置

  「私たちのまち」「私たちの児童館」という意識を持つことはま
ちづくりにとって重要であり、ジュニアリーダーズｸﾗﾌﾞやジュニ
アスタッフ委員会などに参加し、経験することにより意識の構
築を図っていきます。

　隔年度に改訂版を発行
　　　　発行予定　平成２２年度
　　　　　　　　　　　平成２４年度
　　　　　　　　　　　平成２６年度

　子育て支援に関わる情報をわかりやすく掲載したガイドブック
の発行とともに活用を図っていきます。

　制度の設置について検討します。

　子育て家庭への経済的支援も重要な施策と考えており、クー
ポン券制度や地元の小売店で利用証を提示して割引などの優
遇サービスが受けられる子育て支援カード制度について検討
していきます。
　特に子育て支援カードは、経済的支援のほかに地域の地元
商店等が顔見知りになり孤立化防止に寄与し、地域における
子育て支援に有効であると思われます。

　平成２１年度　現在可能な場所の周知

　平成２６年度　新規２ヵ所

　平成２７年度　新規設置の検討を継続

　アンケート調査の結果、外出先でも安心して授乳・おむつ交
換などが出来るスペースを求める声があることから、スペース
の確保及び可能な場所等の周知を実施して、安心して外出が
楽しめる環境づくりをすすめます。
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　「働く家庭」とは、保護者が勤務していることや病気・介護等により保育に欠ける状態である家庭を対象としています。

　「総合的な支援」とは、保護者が働いているかどうかなど子どもを育成している状態に関わらず、幅広く子育てをしている家庭を対象としていま
す。

※　この表の区分は、子育て支援（サービス）を提供する対象を、おおむね4つに分類して表しています。下の説明を参考にしてください。（なお、この表
  の区分は計画上で表したものです。従って、個々の家庭の状況により異なる場合がありますので、実際にサービスを希望する場合は担当部署等に
  必ずお問合せください。）

子育て情報誌の発行

子育て家庭への経済的
支援
　※新規

安心して外出できる環
境づくり
　※新規

　オムツは、市役所など公共施設のトイレ内にベッドの設置をし
ているが、授乳ができる場所が少なく、また、可能な場所である
ことを周知していない。

　就学前児童のアンケート調査では、市内に外出
する際に困ることとして、授乳する場所がない
23.8％、子ども用のトイレがない23.0％及びトイレ
にオムツ交換できる場所がない21.6％となってい
ます。

総
合
的
な
支
援

 　中高生のアンケート調査「市に対しての要望事
項」として１、スポーツが自由に出来る場所が近く
にほしい（４３．４％）。　２、自由に遊んだり、集
まったりする場所を増やしてほしい（４０．５％）。続
いて、若者向けの情報を提供してほしい（２１．
０％）。

目標事業量

　「多様な就労形態の家庭」とは、常時の保育は必要ではないが週１・２日働いている家庭や、多様な就労等により夜間・泊りがけで子どもを預ける必要
がある家庭を対象としています。

放課後子ども教室
　　※新規

青少年育成事業
   ※新規

中高生の居場所づくり
   ※新規

子どもの意見を尊重す
る仕組みづくり（子ども
の参加支援）
   ※新規

　平成17年度　第1回発行
　平成18年度　第2回発行

安心して外出できる環境
づくり
　
　※新規

　平成１９年９月２校で開始

　平成２０年５月４校開始
　　登録者数６５７人

　就学前児童のアンケート調査では、妊娠後・出
産後に必要なサービスとして、保育クーポンは希
望第２位になっています。就労パターン及び子ど
もの年齢の別に限らず、ほぼ均等に要望がありま
す。

─

子育て家庭への経済的支
援

　※新規

放課後子ども教室
　
　※新規

　「在宅家庭」とは、主に在宅で子どもの育成をしている家庭を対象としていますが、保護者が働いているかどうかに関わらず利用できますので、幅広い
家庭を対象としています。

子育て情報誌の発行

青少年育成事業

   ※新規

中高生の居場所づくり

 　※新規

子どもの意見を尊重する
仕組みづくり（子どもの参
加支援）
    ※新規

　平成20年度　第3回改訂版発行（5,000部）

区分 項　　　目
現　況　等

(平成２０年４月１日現在)
施策の方向性、考え方ニーズ推計等 項　　　目
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